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Ⅲ 住宅施策の現状と課題 



１．上位関連計画 

（１）上位計画  

① 総合計画 

2018（平成 30）年 3 月に策定した「第 6 次豊浦町総合計画」（以下「総合計画」）においては、

「人とつながり 自然と笑顔あふれるまち とようら ～どこかなつかしい賑わいのあるまちを

目指して～」を将来の町の姿として、まちづくりの 4つの基本目標を設定しています。 

住宅等に関する事項としては、「基本目標１ 住みたい・住み続けたいまちに向けた住宅・移住

の取組の充実」において、目指す方向性について「個々が望む住生活をサポート」「世界の豊浦好

きを豊浦町民へ」とし、施策としては「住宅の確保」と「移住・定住の促進」を位置づけていま

す。本計画においては、総合計画を住宅施策展開の基本方針として踏まえ、その実現を目指し取

組むこととします。      

■第 6次豊浦町総合計画 ［平成 30(2018)年 3 月策定］ 

○計画期間：2018 年度～2027 年度（平成 30 年度～令和 9年度） 

○将来のまちの姿 

「人とつながり 自然と笑顔あふれるまち とようら 

 ～どこかなつかしい賑わいのあるまちを目指して～」 

 ↑ 

〈実現に向けた基本姿勢〉 

 皆で“共に創り出す” ・ 困難に“立ち向かう” ・ 魅力を“集中的に伸ばす” 
     
○まちづくりの基本目標 

① 魅力あるまちの実現 

  〈目指す方向性〉   ・個々が望む住生活をサポート 

             ・世界の「豊浦好き」を「豊浦町民」へ 

  〈成果目標（まちづくりの指標）〉10 年後の数値目標    

まちづくりの指標 
10 年後の数値目標 

現状 → 目標 

持ち家住宅件数 93 件（累計） → 173 件（累計） 

移住者数 11 人/年度 →  25 人/年度 
 
施策１－①：住宅の確保 

〈施策の方向性〉  ・住みたい・住み続けたい方への住宅整備支援 

          ・空き家等の利活用促進 

施策１－②：移住・定住の促進 

〈施策の方向性〉  ・移住希望者へ向けたまちの魅力発信の強化 

          ・まちの魅力や暮らしを体感できる移住体験の充実 

○みんなで意識すること 

 ・空き家情報の収集についての協力・ 

・移住者や新たな出会いの受入 
 

② 豊かな生活環境の実現 

③ 誰もが住みやすいまちの実現 

④ 健全な行政経営の実現 

  



② 豊浦町人口ビジョン 

2015（平成 27）年に策定された豊浦町人口ビジョンにおいては、出生率と社会増減の目標の達

成に向けた施策を推進することで人口減少が抑制され、2060 年時の人口は 2,847 人となる見込み

としています。 

この計画は、対象期間を 45 年後の 2060 年としていることから、本町における計画策定におい

て人口の将来推計として活用することとします。 

■豊浦町人口ビジョン ［2015（平成 27)年 10 月策定］ 

○計画期間：2016 年～2060 年度（平成 28 年～令和 42 年度） 

 
〇目的：人口減少や少子高齢化が急速に進む社会情勢の中、本町が安定した人口構造を保持

し、若い世代を中心に、将来にわたって町民が安心して働き、希望に応じた結婚・出

産・子育て及び老後の生活ができる地域社会を構築するため、国の「まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン」の趣旨を尊重し、本町の人口の現状分析を踏まえ、人口に関

する町民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すため 
 
○目指すべき将来の方向性 

・基本目標１：一次産業の強化や新たな価値創出により雇用を確保し 

       誇りを持って、働き続けたいまちづくりを実現する 

・基本目標２：生活環境の充実により、快適に住み続けたいまちづくりを実現する  

・基本目標３：都市圏からの人の流入・移住促進に向けて、働きたい、住んでみたい 

魅力あるまちづくりを実現する  

・基本目標４：エネルギーの地産地消・循環型地域を目指し、安心して暮らせる  

自立・持続するまちづくりを実現する  
 

〇人口の将来展望 

 ・出生率：2030 年までは、2012 年に実現した合計特殊出生率の最高値 1.8 を維持 

2030 年からは国の目標値 2.10 を維持することを目標とする 

 ・社会増減：転入を促し、転出入を均衡させることを目標とする 

  上記 2点の推進により 

■目標年の人口：2060 年：2,847 人 

■年齢別人口構成比：現在とほぼ同程度とする 



③ 豊浦町総合戦略 

平成 27 年に人口ビジョンとともに策定されたこの計画においては、本町が安定した人口構造を

保持し、若い世代を中心に、将来にわたって町民が安心して働き、希望に応じた暮らしができる

地域社会を構築することを目的として、まちの持つ「強み」を活かすとともに「弱み」を克服し、

持続的に活性化していくための基本的な目標、基本的方向、具体的な施策をまとめています。 

当該計画は、策定から 5年が経過したことから、令和 2年現在見直しを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■豊浦町総合戦略 ［2015（平成 27）年 10 月策定］  

○計画期間：2015 年度～2020 年度（平成 27 年度～31 年度）までの 5 年間  

○基本目標（目指すべき将来の方向性） 

  ・基本目標１：一次産業の強化や新たな価値創出により雇用を確保し、 

誇りを持って、働き続けたいまちづくりを実現する 

       ①  一次産業を活かした新しい産業の創出 

   ②  一次産業の強化と新しい産業の実現に向けたひとづくり・地域協働組織づくり 

③  町民の力、町の資源・資産を活用した商品開発 

    ④  就労者の確保に向けた就労環境の維持・改善  

     

・基本目標２：生活環境の充実により、快適に住み続けたいまちづくりを実現する 

        ○数値目標：定住促進事業による転入者数 50 人（H31） 

  【具体的な施策と重要業績評価指標】 

   ①  人のつながりを活かした福祉・教育環境の拡充 

   ②  転入増加に向けた生活環境の拡充・PR  

 施策 10：移住・定住促進のための基盤整備  

 移住希望者に移住コンシェルジュが町を案内し、自然環境など豊浦町の良さを伝

え、ちょっと暮らし体験住宅で町の暮らしを体験してもらい、移住につなげ、住宅の

新築、中古住宅の購入、民間アパートの建設に対し助成し、移住定住を図ります。 

具体的事業 重要業績評価指標（KPI） 連携対象 

移住体験事業 
体験者件数 

50 件/5 年 
農業者、漁業者 

定住促進事業 
持ち家住宅新築件数 

25 戸/5 年 
民間建設業者、金融機関 

空き家バンク 
空き家バンク物件契約数 

10 件/5 年 

商工会、宅建有資格者、 

金融機関 

   ③ 生活の維持のための防災・減災 

  

・基本目標３：都市圏からの人の流入・移住促進に向けて、 

         働きたい、住んでみたい魅力あるまちづくりを実現する 

   ① 一次産業を活かした観光商品開発・PR 

   ② 自然環境を活かした観光商品の創出 

   ③ 観光客や教育旅行の受入基盤の整備 

   ④ 近隣自治体と連携した定住環境の整備 

 

 ・基本目標４：エネルギーの地産地消・循環型地域を目指し、安心して暮らせる 

        自立・持続するまちづくりを実現する 

   ① 生産基盤強化に向けたエネルギーの有効活用 

   ② 効率的な行政運営 



（３）住宅政策の取組方向 

国における住宅政策は、、平成 18 年に制定された住生活基本法に基づき、住生活の安定の確保

及び促進に関する基本的な計画として策定されています。北海道においても、法に基づき北海道

住生活基本計画を定めています。 

 

本計画は、これら計画に示されている住宅政策の展開方向と連携した計画として策定します。 

 

① 住生活基本計画〈 全国計画 〉 

国では平成 28年 3月に全国計画を見直しています。 

新計画においては、少子高齢化・人口減少等の課題を受け止め、「居住者」「住宅ストック」「産

業・地域」の 3 つの視点から、8 つの目標を設定し、新たな住宅政策の方向性を提示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■住生活基本計画〈 全国計画 〉 ［平成 28 年 3月策定］  

 

計画期間 平成 28 年～37 年度 

 

【施策の基本的な方針】 

 

・住宅施策の方向性を、国民にわかりやすく示す 

・今後 10 年間の課題に対応するための政策を多様な視点に立って示し総合的に実施 

・3つの視点からの 8つの目標を設定 

 

①「居住者からの視点」 

 

・目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

・目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現  

・目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

 

②「住宅ストックからの視点」  

  

・目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環システムの構築 

  ・目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

・目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進 

    

③「産業・地域からの視点」 

 

・目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業の成長 

・目標８ 住宅地の魅力の維持・向上 

 

 



② 北海道住生活基本計画 

北海道では、平成 29年 3月「北海道住生活基本計画」の見直しを行っています。計画において

は、住宅政策の目標や施策の方向性、重点的な取組を定め、具体的な住宅施策を推進することを

目的に策定するもので、住宅施策の基本となる計画として、行政をはじめ、住まい手や住宅関連

事業者にも対応する住まいづくりのガイドラインとして位置づけられています。 

 

 
■北海道住生活基本計画 ［平成 29 年 3月策定］  

 

計画期間：平成 28 年度～令和 7年度 

 

〈住宅施策の目標〉 

 ・「安全で安心な暮らし」の創造：安全安心な住まいの確保・地震など自然災害に強い住まい 

 ・「北海道らしさ」の創造：寒さや雪に強い住まい・景観や資源を活かした住まい 

 ・「活力ある住宅関連産業」の創造：地域に根ざした住宅産業・環境負荷低減など技術集積 

 

〈住宅政策の方向性〉 

 １．若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現 

２．地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現 

３．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 

４．「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システムの構築 

５．建替えやリフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新 

６．空き家等の活用・適正管理の推進 

７．地域を支える住宅関連産業の振興 

８．魅力ある持続可能な住環境の維持・向上 

 

〈住宅施策における重点的な取組み〉 

 １．安心して子どもを生み育てることができる住まい・環境づくり 

  （１）子育て世帯などに配慮した公的賃貸住宅の供給促進 

○子育て支援住宅の整備 等 

  （２）民間賃貸住宅を活用した重層的な住宅セーフティネットの構築 

     ○北海道あんしん賃貸支援事業の推進 等 

 

 ２．空き家等を含む住宅ストックの有効活用や流通の促進 

（１）空き家情報バンクによる空き家の活用 

     ○北海道空き家情報バンクの活用 等    

（２）既存住宅ストックの性能向上と流通促進に向けた仕組みづくり 

  ○「きた住まいる」制度の普及 等 

 

３．子どもから高齢者まで誰もが地域で住み続けられる住環境や産業の形成  

  （１）安心して住み続けられる地域づくりに向けた住宅の供給 

     ○公営住宅のまちなかへの再配置 等 

  （２）地域を支える住宅生産体制の整備 

     ○地域における良質な住宅建設の推進 等 

 



（４）その他関連計画 

① 福祉関連計画 

イ）高齢者保健福祉計画・第 7 期介護保険事業計画 

団塊の世代が 75 歳に到達する 2025 年を見据え、主な改正のポイントは以下の２点です。 

〇地域包括ケアシステムの深化・推進：保険者機能の強化、医療・介護の連携の推進、地域 

共生社会の 実現に向けた取組の推進 

〇介護保険制度の持続可能性の確保：利用者負担の見直し、介護納付金への総報酬割の導入、 

福祉用 具貸与における上限額の設定 

■豊浦町高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画 ［2018（平成 30）年 3 月策定］ 

○計画期間  2018 年度～2020 年度 

○基本理念  誰もが住みやすいまちの実現 

○基本目標  誰もが安心して暮らし続けるための 

       医療・保健・福祉サービスの充実 

○基本方針 

基本方針１ 予防を重視した健康づくりの推進 

１．健康づくりの推進 

２．高齢者の社会参加の促進（介護予防・生きがい活動への支援） 

基本方針２ 高齢化社会に対応した介護・福祉サービス 

      １．介護サービスの充実 

      ２．公正・公平な運営の確保 

３．関係団体・機関等との連携 

４．低所得者の利用者負担の軽減 

基本方針３ 地域包括ケアシステムの構築・推進 

      １．生活支援・見守り支援 

      ２．在宅医療と介護連携の推進 

３．認知症施策の推進 

４．高齢者の多様な住まい方への支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．地域包括支援センターの機能強化 

６．高齢者の権利擁護 

７．地域支援事業の任意事業・その他の事業 

 



ロ）豊浦町地域防災計画 

 2016（平成 28）年 6月、町の地域の災害予防、災害応急対策及び災害復旧対策について行う

事項を定め、町民や地域団体、事業所と、町及び防災関係機関が協働してこれらの防災活動を

円滑に行うことにより、災害の被害軽減と拡大防止に努め、町民の生命、身体及び財産を災害

から守ることを目的として策定しています。 

 また、道が公表した太平洋沿岸西部地域で発見された津波堆積物を再現できる津波浸水予測

について、町独自で津波波源域、断層長や断層幅などの断層パラメータを用いて独自に津波シ

ミュレーションを行い、町防災計画の立案や津波ハザードマップの作成に必要な津波到達時間、

津波高、浸水域・浸水深分布などの基礎資料を整備し、津波災害に備えるため、「津波ハザード

マップ」「防災ハンドブック 地震・津波編」などを公表しています。 

 

［本町地区ハザードマップ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［大岸地区ハザードマップ］        ［礼文華地区ハザードマップ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 建築・住宅関連計画 

イ）豊浦町公共施設等総合管理計画 

 2016（平成 28）年総務省の要請に基づき、長期的ビジョンに立って公共施設などを客観的に把

握・分析し、今後の更新費用の見込みを明らかにした上で、用途毎に戦略的な方針をまとめてい

ます。 

 

■豊浦町公共施設等総合管理計画 ［平成 29 年 3 月策定］ 

 
○計画期間   2016 年～2026 年 

 

○現状を踏まえた課題抽出   ・公共施設等の改修・更新等への対応  

・人口減少・少子高齢化社会への対応 

・逼迫する財政状況への対応 

 

 ○施設類型ごとの管理に関する基本方針〈抜粋〉 

  （３）町営住宅等 

【現   状】 現在、町の公営住宅は、112 棟、625 戸となっています。 

【今後の方針】 今後も、今ある公営住宅をできるだけ長く有効活用しながら、維持費の縮減

修繕や更新時期の分散化、毎年の事業費の平準化を図っていきます。 

 

 

 

 

  



（５）住宅関連事業 

2020（令和２）年５月現在、豊浦町において実施している住宅関連の事業は、移住定住に向け

た住宅の建設や増改築、改修に関わる支援、さらに情報提供等の取組みを実施しています。 

 

■町実施の住宅関連事業リスト 

事業名称 内容 

① 持ち家住宅取得奨励金交付事業 
住宅を新築、全面改築（建替）及び中古住等を購入 

する際に資金を助成する制度 

② 豊浦町民間賃貸共同住宅等建設促

進条例 

自己所有地または借地に賃貸住宅等を新築または 

全面改築する法人・個人に助成する制度 

③ とようら住宅リフォーム券事業 

町内に住所があり、自己所有で自らが居住している 

住宅をリフォームした際に、金額に応じて商品券で助

成還元する制度 

④ 豊浦町空き家等情報登録制度 

（空き家バンク） 

空き家・空地等の情報をホームページで公開し、情報

提供する制度 

  

 その他、住宅関連ではありませんが、「ふるさと定住就職奨励金制度：Ｕ・Ｉターンによって町

内に居住し、町内の事業所に正規雇用する人に対して奨励金を交付する制度」もあります。 

 

※以下資料編へ移行する予定です 

① 持ち家住宅奨励金交付事業 

[事業概要] 

豊浦町での定住促進を図るため、住宅を新築、中古住宅を購入、中古住宅を購入後、増改築

して住まわれる方に対し、資金を補助する事業です。 
 
[対象者] 

・豊浦町に住民登録をしている 

・5年以上居住することを確約できる 

・生活基盤が豊浦町にある 

・他の奨励制度や移転補償制度に該当しない 
 
[内容] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



[実績] 

 平成 16年からの活用実績は、合計で 122 件です。 

推移をみると近年やや増加の傾向にあり、当初は年間 5～6 件程度でしたが、平成 24 年以降

やや増加して年間 8～9件程度となっています。 

 地区別には本町地区が多くなっていますが、大和・美和・山梨地区も各年コンスタントに活

用されていることがわかります。 

 また、新築と中古の比較では、近年中古物件の購入による活用が増加する傾向にあります。 
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■持ち家住宅奨励金地区別活用実績

本町地区 大岸地区 礼文華地区 大和・美和・山梨地区
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■持ち家住宅奨励金新築・中古別活用実績

新築 中古



② 豊浦町民間賃貸共同住宅等建設促進条例 

[事業概要] 

町内に民間アパートを建設する方に助成する制度です。 

 

[事業対象] 

・自己所有地または借地に賃貸共同住宅等を新築 または全面改築した方  

・対象者は個人・法人を問わない（町外の方でもＯＫ）  

・対象となる住宅は、共同住宅または長屋 

・1 棟につき 2 以上の戸数を有するもの 

・各戸に玄関、便所、浴室及び台所があり、居住室を有するもの 

・社宅、家族親族等の入居に限定していないもの 

[施設整備要件] 

・一戸あたり車 1 台以上の駐車場を有している 

・町外からの入居者は、豊浦町に住民登録すること 

・入居者に対して自治会活動への積極的な参加及び協力を要請すること 

・ゴミステーションの設置は町の関係課等と協議し必要な措置を講ずること 

・住宅及び付帯設備に関し、環境不良の状態にならないよう必要な措置を講ずること 

 
[内容] 

項目 
建設施工業者の別 

町内業者 町外業者 

自己所有地又は借地に、居住室を有する

賃貸共同住宅等を建設した場合 
50,000 円/㎡ 25,000 円/㎡ 

 
 

[実績] 

 本事業の活用状況は、過去 4年間で 4棟 24 件の実績となっており、年間 1棟程度の整備とな

っています。また建設はすべて、本町地区における整備となっています 

 

  ■民間賃貸共同住宅等建設促進条例活用実績 

 H24 H27 H28 H31・R1 合計 

申請数 1 1 1 1 4 

 旭町    1 1 

船見町   1  1 

東雲町 1 1   2 

戸数 4 戸 10 戸 4 戸 6 戸 24 戸 

 

 

 

 

 

 

 

 



③ とようら住宅リフォーム券事業 

[事業概要] 

町内に住宅を有する方が、自ら居住している既存住宅（町内・自己所有）の改修工事を実施

す際に助成券を発行する事業です 
 
[対象工事要件] 

・町商工会会員及び町内に本店所在地を有する登録施工業者を利用して行う工事 

・助成対象工事は町既が規定する工事内容とする 

・助成対象期間は 1年度とし、同一住宅及び同一人について 1回とする 
 
[内容] 

対象工事額（税抜） 助成券 備考 

100,000 円～299,999 円 20,000 円  

300,000 円～399,999 円 60,000 円  

400,000 円～499,999 円 80,000 円  

500,000 円～ 100,000 円 工事費 50万円以上は一律 10万円 
 
 [実績]  

 過去 5 年間の活用実績（件数）は以下の通り、年間 60 件程度の活用があります。屋根や外壁

の再塗装や張替等改修工事と水回の改修件数が多くなっています。 

また、過去 10年間の介護保険制度を利用した住宅リフォーム補助の利用実績件数は 135

件、内要介護認定者は 65件、要支援認定者は 75件です。 

利用件数は年平均 10 件程度で推移し、前半は要介護認定者の方が多く利用していました

が、平成 28 年以降は要支援認定者の方が多くなっています。工事内容は手すり設置や段差解

消などです。 
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■とようら住宅リフォーム券事業活用実績

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

屋根のみ（塗装・張替）

屋根及び外壁改修等（塗装・張替）

水回り工事（風呂・トイレ等）

内装改修・増改築

外壁のみ（塗装・張替）

倉庫・車庫　新築・増築

玄関・風除室等　改修

暖房設備等（ボイラー設置等）

窓・サッシ　入替

その他工事



④ 豊浦町空き家等情報登録制度（空き家バンク） 

[事業概要] 

本町への定住促進を図るため、町内の空き家・空き地・空き店舗などの情報をホームペ

ージ上で公開し、「買いたい・借りたい人」と「売りたい・貸したい人」をマッチング

するために情報提供・情報収集する仕組みです。（交渉や契約などは当事者間で行う） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[実績] 

近年 5年間の空き家バンクへの登録件数の推移は、年々増加する傾向にありますが、「売りた

い・貸したい」件数より「買いたい・借りたい」件数が大きく上回り、ニーズに対して供給件数

が少ない状況にあります。 

また、「売りたい・貸したい件数」は戸建て住宅と土地が中心ですが、「買いたい・借りたい」

件数は、戸建て住宅や土地の他にアパートも多くあります。 

「売りたい・貸したい物件」の登録件数は本町地区が多くなっています。 

一方「買いたい・借りたい物件」の登録件数は、町内が最も多くなっていますが、胆振管内

よりは、道内 

が 6～7割程度と多くなっていいますが、土地やアパートも求められています。 
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■空き家バンク登録件数実績

売りたい・貸したい件数 買いたい・借りたい件数
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■売りたい・貸したい登録件数実績

本町地区 大岸地区 礼文華地区 大和・美和・山梨地区
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■豊浦町人口ビジョンにおける人口の将来展望       （人口ビジョンより） 

２．住生活に関わる地域の将来像 

（１）地域住宅事情の将来想定 

① 将来人口推計 

 本計画における将来の人口フレームは、2015（平成 27）年 10月策定の「豊浦町人口ビジョン」

における「将来人口推計」値を基本に、目標年：2030（令和 12）年の人口を 3,681 人程と想定す

ることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 所有関係別世帯数の将来想定（今後の協議事項） 

  目標年の住宅事情は、所有関係別世帯数推計から想定します。 

住宅に住む一般世帯（主世帯）は減少を続け、すべての所有関係別世帯も減少することとなり

ます。目標年の所有関係別世帯数を本計画における基本フレームとします。 

 

■目標年 2030（令和 12）年基本フレームの想定（案） 

区分 世帯数 割合 

主世帯数 1,627 （100.0%） 

持ち家  924 ( 56.8%) 

公営借家   511 ( 31.4%) 

民営借家    79 （  4.8%） 

給与住宅   113 （  7.0%) 
 

■ 計画年：令和 12 年（2030 年）人口 ： 3,681 人程度 ■ 



 

 

 

 

 

【参考】 

■将来の所有関係別世帯数想定※  

 

H27 年 

（2015） 

国勢調査 

 

目標年 

R12 年 

（2030） 

目標年 

R22 年 

（2040） 

目標年 

R32 年 

（2050） 

総人口 4,291  3,681 3,354 3,066 

総世帯数 1,973  1,830 1,702 1,589 

主世帯数 1,754  1,627 1,513 1,412 

所
有 
関 
係 
別 
世 
帯 
数 

持ち家 996 （56.8%）  924 （56.8%） 859 （56.8%）  802 （56.8%） 

公営借家 551 （31.4%）  511 （31.4%） 475 （31.4%） 444 （31.4%） 

民営借家 85 （ 4.8%）  79 （ 4.8%） 73 （ 4.8%）  68 （ 4.8%） 

給与住宅 122 （7.0%）  113 （7.0%） 105 （7.0%）  98 （7.0%） 

 

※令和 12 年主世帯数は、人口推計値：3,681 人からの推計を行い、さらに、平成 27 年国勢調査による 

所有関係別世帯割合から換算し目標年の所有関係別世帯数を推計しています。(詳細は■ 資料２．参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考：目標年：2030（R12）年想定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来の所有関係別世帯数等の推計に係る算定資料

　目標年の所有関係別世帯数は、2015（H27）国勢調査と、目標年の人口推計から算定します。
算定手順と結果は以下のとおりです。

□推計手順
1 国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定する。
2 目標年の人口推計と、北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数推計を行う。
3 上記推計値から主世帯数を算定、また2015年所有関係別世帯構成比から

目標年における所有関係別世帯数を算出する。

イ）2015（H27）国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定

① 総人口 4,291 人

② 総世帯数 1,973 世帯

③ 上記人口を世帯数で割り返した数値

人口： 4,291 ／世帯数：

④ 北海道の１世帯あたり世帯人員（公表値）

⑤ 上記③と④の関係を示す係数 2.175 / 2.13

ロ）目標年推計と北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数を算定する

総人口 ⑥

⑧

割返した数値］を算出 ⑦×⑤

⑨

総世帯数を算定 ⑥／⑧

総世帯の 88.9%

996 (56.8%) ⑪ 924 (56.8%)

551 (31.4%) 511 (31.4%)

85 (4.8%) 79 (4.8%)

122 (7.0%) 113 (7.0%)

北海道

上記⑦と⑤から目標年の［人口を世帯で

豊浦町

国勢調査

2015（H27）

4,291 人 人口ビジョンによる

⑦ １世帯あたり人員

2030（R12）

1,627 世帯

目標年の所有関係別世帯数は、上記

主世帯数

2015（H27）

1,754 世帯
上記⑨の世帯の内の主世帯数を算定

公営借家

民営借家

給与住宅

主世帯数から2015年所有関係別世帯

割合と同率で換算し計算します。

⑩

持ち家所
有

関
係
別

ハ）上記推計値から主世帯数を算定し、2015年所有関係別世帯数構成比から所有関係別世帯数を算出

豊浦町

総世帯数
1,973 世帯

上記⑥推計人口を⑧の係数で割り返し
1,830 世帯

目標年
2030（R12）

3,681 人

1.97

2.011

1.021

1,973

豊浦町

2015（H27）国勢調査データ等

2.175

2.13



【参考：目標年：2040（R22）年想定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来の所有関係別世帯数等の推計に係る算定資料

　目標年の所有関係別世帯数は、2015（H27）国勢調査と、目標年の人口推計から算定します。
算定手順と結果は以下のとおりです。

□推計手順
1 国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定する。
2 目標年の人口推計と、北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数推計を行う。
3 上記推計値から主世帯数を算定、また2015年所有関係別世帯構成比から

目標年における所有関係別世帯数を算出する。

イ）2015（H27）国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定

① 総人口 4,291 人

② 総世帯数 1,973 世帯

③ 上記人口を世帯数で割り返した数値

人口： 4,291 ／世帯数：

④ 北海道の１世帯あたり世帯人員（公表値）

⑤ 上記③と④の関係を示す係数 2.175 / 2.13

ロ）目標年推計と北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数を算定する

総人口 ⑥

⑧

割返した数値］を算出 ⑦×⑤

⑨

総世帯数を算定 ⑥／⑧

総世帯の 88.9%

996 (56.8%) ⑪ 859 (56.8%)

551 (31.4%) 475 (31.4%)

85 (4.8%) 73 (4.8%)

122 (7.0%) 105 (7.0%)

北海道

上記⑦と⑤から目標年の［人口を世帯で

豊浦町

国勢調査

2015（H27）

4,291 人 人口ビジョンによる

⑦ １世帯あたり人員

2040（R22）

1,513 世帯

目標年の所有関係別世帯数は、上記

主世帯数

2015（H27）

1,754 世帯
上記⑨の世帯の内の主世帯数を算定

公営借家

民営借家

給与住宅

主世帯数から2015年所有関係別世帯

割合と同率で換算し計算します。

⑩

持ち家所
有

関
係
別

ハ）上記推計値から主世帯数を算定し、2015年所有関係別世帯数構成比から所有関係別世帯数を算出

豊浦町

総世帯数
1,973 世帯

上記⑥推計人口を⑧の係数で割り返し
1,702 世帯

目標年
2040（R22）

3,354 人

1.93

1.971

1.021

1,973

豊浦町

2015（H27）国勢調査データ等

2.175

2.13



【参考：目標年：2050（R32）年想定】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■将来の所有関係別世帯数等の推計に係る算定資料

　目標年の所有関係別世帯数は、2015（H27）国勢調査と、目標年の人口推計から算定します。
算定手順と結果は以下のとおりです。

□推計手順
1 国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定する。
2 目標年の人口推計と、北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数推計を行う。
3 上記推計値から主世帯数を算定、また2015年所有関係別世帯構成比から

目標年における所有関係別世帯数を算出する。

イ）2015（H27）国勢調査データから将来世帯数を算定するために必要な係数を設定

① 総人口 4,291 人

② 総世帯数 1,973 世帯

③ 上記人口を世帯数で割り返した数値

人口： 4,291 ／世帯数：

④ 北海道の１世帯あたり世帯人員（公表値）

⑤ 上記③と④の関係を示す係数 2.175 / 2.13

ロ）目標年推計と北海道１世帯あたり人員推計から総世帯数を算定する

総人口 ⑥

⑧

割返した数値］を算出 ⑦×⑤

⑨

総世帯数を算定 ⑥／⑧

総世帯の 88.9%

996 (56.8%) ⑪ 802 (56.8%)

551 (31.4%) 444 (31.4%)

85 (4.8%) 68 (4.8%)

122 (7.0%) 98 (7.0%)

北海道

上記⑦と⑤から目標年の［人口を世帯で

豊浦町

国勢調査

2015（H27）

4,291 人 人口ビジョンによる

⑦ １世帯あたり人員

2050（R32）

1,412 世帯

目標年の所有関係別世帯数は、上記

主世帯数

2015（H27）

1,754 世帯
上記⑨の世帯の内の主世帯数を算定

公営借家

民営借家

給与住宅

主世帯数から2015年所有関係別世帯

割合と同率で換算し計算します。

⑩

持ち家所
有

関
係
別

ハ）上記推計値から主世帯数を算定し、2015年所有関係別世帯数構成比から所有関係別世帯数を算出

豊浦町

総世帯数
1,973 世帯

上記⑥推計人口を⑧の係数で割り返し
1,589 世帯

目標年
2050（R32）

3,066 人

1.89

1.930

1.021

1,973

豊浦町

2015（H27）国勢調査データ等

2.175

2.13


